
（単位：％）
令 和 ４ 年 度
当 初 予 算 額

令 和 ３ 年 度
当 初 予 算 額

増 減 増 減 率

Ａ B Ｃ（Ａ－Ｂ） Ｃ／Ｂ

下 水 道 事 業 （ 企 業 ） 会 計 ８億４，３７４万円 ― ８億４，３７４万円 皆増

６．５

２億４，９４３万円

△１．２△　　　　９万円　　７４９万円

△１５．３

９，３４９万円

△１８億　　７６２万円

１４億４，０１２万円

１１８億　　１４４万円

皆減△５億４，０７５万円５億４，０７５万円

△２．２△　　５４９万円

△４０．３△１，８２６万円４，５３２万円

２９億２，３９０万円

１．５　　８８７万円５億８，０５２万円

０．５　　８１９万円１５億２，０６３万円

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 １５億３，３６１万円

水 道 事 業 （ 企 業 ） 会 計

病 院 事 業 （ 企 業 ） 会 計

廃止

△６．８△１２億９，８０５万円１９１億　　９６０万円

４．１１億１，９８７万円

後期高齢者医療特別会計 ２億４，３９４万円

２，７０６万円

１５億２，８８２万円

３０億４，３７７万円

１７８億１，１５５万円

介 護 保 険 特 別 会 計

合 計

　　７４０万円

下 水 道 事 業 特 別 会 計

令和４年度の予算の概要

会 計 区 分

　３月開会の赤平市議会第1回定例会において令和４年度の各会計予算が原案ど
おり可決されました。
　新年度の予算においても、効率・効果的な予算編成に努めました。令和４年
度は、「第６次赤平市総合計画」の各施策の基本方針に基づき、令和３年度か
ら２か年事業として実施している吉野第一団地２号棟の建設費、４月開設の放
課後子供教室の運営費、地域公共交通活性化事業補助金などを計上しました。

一 般 会 計

（合計に合わせるため万円未満で調整しています）

用 地 取 得 特 別 会 計

９９億９，３８２万円

介護サービス事業特別会計

５億８，９３９万円



（単位：％）

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

（歳入合計に合わせるため万円未満で調整しています）

２億５，２２７万円

　　２３１万円

　　　８２万円

　　１３４万円

　　　４６万円

４，６５４万円

４．０

２８７．０

９２．７

４．５

△８．７

３７．９

１１．５４３億８，７６８万円

△６４．９　　７１８万円

２２．３　　２９６万円

△７．８３億５，２７４万円

２６．１２，５６９万円

０．０　　　７０万円

△１０．９２，４２５万円

１．６３億８，２４８万円

△３５．７１７億９，７８９万円

０．０３，０００万円

△９．４８億５，２１５万円

０．２５億　　　　１万円

△１５．３１１８億　　１４４万円

△７０．２２２億９，５７９万円

１１．７６，９１１万円

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 　　　７０万円 ０．０

分 担 金 及 び 負 担 金

地 方 消 費 税 交 付 金 ２億６，２４８万円 ２．６

０．０

地 方 特 例 交 付 金 　　２５２万円

構 成 比 増 減 率区 分

一般会計予算の内訳（歳入）

  市税は、法人市民税、市たばこ税が増加となったものの、個人市民税、固定資産税が減少し
ており、市税全体で４０９万円の減少となりました。地方交付税は国の地方財政計画の結果な
どにより５億６６２万円の増加となり、一般財源の財源対策として財政調整基金より２億６，２２
５万円、市債の償還により減債基金より２億２，０１９万円を繰入れることとしました。

市 税 ７億６，４９８万円 ７．７ △０．５７億６，９０７万円

地 方 譲 与 税 ６，４１９万円 ０．６

利 子 割 交 付 金 　　　４２万円 ０．０

　　１４０万円 ０．０

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 　　１５８万円 ０．０

法 人 事 業 税 交 付 金 　　８９４万円 ０．１

配 当 割 交 付 金

０．０

地 方 交 付 税 ４８億９，４３０万円 ４９．０

環 境 性 能 割 交 付 金 　　３６２万円

３，２３９万円 ０．３

使 用 料 及 び 手 数 料 ３億２，５３６万円 ３．３

国 庫 支 出 金 １１億５，５５８万円 １１．６

道 支 出 金 ３億８，８６６万円 ３．９

財 産 収 入 ２，１６０万円 ０．２

寄 附 金 ５億　　１００万円 ５．０

繰 入 金 ７億７，１６５万円 ７．７

繰 越 金 ３，０００万円 ０．３

諸 収 入 ７，７１８万円 ０．８

市 債 ６億８，５２７万円 ６．９

総 合 計 ９９億９，３８２万円 １００．０



※　用語解説

市 税
市民税や固定資産税・軽自動車税など、市民のみなさまに納めていただく税
金です。

地方消費税交付金 地方消費税（道税）のうち、市に交付される資金です。

地 方 交 付 税
地方公共団体の財政不均衡を是正し、必要な財源を保障するため、国から
地方公共団体に対して交付される資金です。国税のうち、所得税・法人税・酒
税・消費税の一部、地方法人税の全額が充てられます。

分担金及び負担金 老人ホームなどに入所されている方に負担していただくものです。

使用料及び手数料
市の施設などを利用された方や、サービスの提供を受けられた方に納めてい
ただくものです。

国 庫 支 出 金
国が使途を特定して地方公共団体に交付する資金の総称です。国庫負担
金・国庫補助金・国庫委託金などがあります。

道 支 出 金 北海道が使途を特定して地方公共団体に交付する資金です。

繰 入 金 基金などから繰入れる資金です。

市 債
地方公共団体が歳入の不足を補うために金銭を借入れることによって負う債
務のうち、償還期間が一会計年度を超えるものをいいます。

そ の 他 地方譲与税・各交付金・財産収入・諸収入などがあります。



○目的別とは、歳出を行政分野ごとに分類したもの。 （単位：％）

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

（歳出合計に合わせるため万円未満で調整しています）

△１．３１８億３，５３０万円

１０．６７億５，９９３万円

△２．４６，６２６万円

２０．６１億２，１１１万円

０．０　　３６５万円

７．４４億６，０２９万円

△４．５４億　　５８８万円

１１．０１１億　　５８０万円

△２０．９１億５，５７５万円

６．２１７億　　１１９万円

１５．３１０億５，３５６万円

△８１．７２７億３，６５１万円

△１５．３１１８億　　１４４万円

０．０２，０００万円

△１．９１３億７，６２１万円

一般会計予算の内訳　（目的別歳出）

　総務費は、庁舎整備事業などにより、前年度比で８，０６８万円増加し、土木費では、
地域住宅建設事業などにより１億２，２１７万円増加、教育費では、統合小学校建設事
業の終了などにより２２億３，５６７万円減少、公債費は、統合中学校建設に係る元金償
還などにより１億６，１５２万円増加、諸支出金は、下水道事業の地方公営企業会計移
行による繰出金などにより１億６３０万円の増加となりました。

区 分 構 成 比 増 減 率

議 会 費 ６，４６４万円 ０．６

総 務 費 ８億４，０６１万円 ８．４

民 生 費 １８億１，１５０万円 １８．１

衛 生 費 ４億９，４３７万円 ５．０

労 働 費 　　３６５万円 ０．０

農 林 水 産 業 費 １億４，６００万円 １．５

商 工 費 １億２，３１９万円 １．２

土 木 費 １２億２，７９７万円 １２．３

消 防 費 ３億８，７７９万円 ３．９

教 育 費 ５億　　　８４万円 ５．０

公 債 費 １２億１，５０８万円 １２．２

諸 支 出 金 １８億　　７４９万円 １８．１

職 員 給 与 費 １３億５，０６９万円 １３．５

予 備 費 ２，０００万円 ０．２

歳 出 合 計 ９９億９，３８２万円 １００．０



※　用語解説

議 会 費 市議会の運営に充てられる費用です。

総 務 費 企画政策や庁舎管理、戸籍事務、選挙などにかかる費用です。

民 生 費
体の不自由な方や高齢者・子どもなど、福祉の充実のためにかかる費用で
す。

衛 生 費 市民の健康管理やゴミ処理などにかかる費用です。

労 働 費 労働行政にかかる費用です。

農 林 水 産 業 費 農林水産業の振興・発展などにかかる費用です。

商 工 費 商工業の振興や企業立地、観光施設の整備などにかかる費用です。

土 木 費
道路や橋、公園の整備や改修、公営住宅の建て替えなどにかかる費用で
す。

消 防 費 消防や救急活動にかかる費用です。

教 育 費
幼稚園や小中学校などの学校教育や、社会教育、スポーツ振興などの充実
にかかる費用です。

職 員 給 与 費 市職員にかかる給料などにかかる費用です。

公 債 費 市が借りているお金を返済するための費用です。

そ の 他 諸支出金、災害復旧費などがあります。



○性質別とは、歳出を経済的性質を基準に分類したもの。 （単位：％）

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

（歳出合計に合わせるため万円未満で調整しています）

２０．８１０億３，５２８万円

△２．１１４億５，４２１万円

△７１．１３１億３，６５１万円

△０．６１４億９，４９１万円

１８．１１６億７，２５３万円

１０億５，３５６万円 １５．３

８．３３億４，９５２万円

△１．８２，６９６万円

５．６３億５，４８０万円

△１．８２億　　６４５万円

△１５．３１１８億　　１４４万円

０．０２，０００万円

△２６．４９億９，６７１万円

区 分 構 成 比 増 減 率

一般会計予算の内訳　（性質別歳出）

　公的住宅除却工事及び放課後子供教室運営費の増加などにより物件費が２億１，５
０２万円の増加し、下水道事業の地方公営企業会計に移行により補助費等が３億３２２
万円の増加、投資及び出資金が１，９９１万円の増加，統合中学校建設に係る元金償
還などにより公債費が１億６，１５２万円の増加となりました。また、下水道事業の地方
公営企業会計に移行により繰出金が２億６，３５４万円減少し、統合小学校建設事業の
終了などにより普通建設事業が２２億２，８８７万円減少しました。

人 件 費 １４億２，３７４万円 １４．２

物 件 費 １２億５，０３０万円 １２．５

補 助 費 等 １９億７，５７５万円 １９．８

扶 助 費 １４億８，５８１万円 １４．９

普 通 建 設 事 業 費 ９億　　７６４万円 ９．１

維 持 補 修 費 ３億７，８４３万円 ３．８

公 債 費 １２億１，５０８万円 １２．２

積 立 金 ２億　　２７１万円 ２．０

投 資 及 び 出 資 金 ３億７，４７１万円 ３．７

貸 付 金 ２，６４８万円 ０．３

歳 出 合 計 ９９億９，３８２万円 １００．０

繰 出 金 ７億３，３１７万円 ７．３

予 備 費 ２，０００万円 ０．２



※　用語解説

人 件 費
職員給与、会計年度任用職員・議員・特別職・各種委員会委員の報酬や社会
保険料などにかかる費用です。

物 件 費
旅費、消耗品や備品の購入、施設の清掃等の管理・運営委託料、土地やコン
ピュータ機器の使用などにかかる費用です。

補 助 費 等
他団体への運営費補助金や負担金、自動車保険などの保険料などにかかる
費用です。

扶 助 費 生活保護、高齢者福祉、障害者福祉、児童福祉などにかかる費用です。

投 資 的 経 費
道路・橋・学校などの建設や、これらの施設用地取得など、資本形成にかか
る費用です。

維 持 補 修 費 道路や施設などの維持補修にかかる費用です。

積 立 金 基金への積立にかかる費用です。

繰 出 金 一般会計から特別会計や、企業会計へ繰出すための費用です。



　平成２６年４月１日より消費税率（国・地方）が５％から８％へ、令和元年１０月１日より８％から１０％

へ引き上げられたことに伴い、地方消費税交付金の増収分については、その使途を明確化し、社会保障施策に

要する経費に充てるものとされています。

　令和４年度赤平市一般会計予算における社会保障施策経費への充当事業については、下記のとおりです。

【歳入】地方消費税交付金（社会保障財源化分）

【歳出】地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費 2,022,687千円

716,478

※　地方消費税交付金（社会保障財源分）は、各事業に要する一般財源の比率に応じて按分して充当している。

60,246 300,964

合計 2,022,687 831,490 277,157 22,600 31,539 143,423

小計 474,067 21,302 91,555 0 0

0 5,562 27,785
特別会計(繰出金)

38,573 192,694
特別会計(繰出金)

後期高齢者医療
82,223

16,111

48,876 0

80,485
特別会計(繰出金)

介護保険
249,583 12,211 6,105 0

38,851

社会保険

国民健康保険
142,261 9,091 36,574 0

0

0

0

152 759

小計 76,245 21,939 1,294 1,200 5,184 7,777

母子保健事業 5,213 1,942 480 0 1,880

予防対策事業 50,010 19,997 0 1,200 2,119 4,452 22,242

12,821

救急医療対策事業 3,635 0 0 0 0 606 3,029

376,663

保健衛生

健康増進事業 17,387 0 814 0 1,185 2,567

21,192 105,864

小計 1,472,375 788,249 184,308 21,400 26,355 75,400

12,800 9,337

生活保護扶助事業 550,394 407,442 13,896 0 2,000

18,355 91,695

129,598

高齢者福祉事業 84,475 0 1,441 8,600 15,018 9,910

社会福祉

障害者福祉事業 595,840 294,077 146,222 0

児童福祉事業 241,666 86,730 22,749

道支出金 地方債 その他
引上げ分の地
方消費税交付

金
その他

49,506

0 25,943

地方消費税交付金(社会保障財源化分)が充てられる社会保障施策に要する経費

143,423千円

（単位：千円）

財源内訳

事　業　名
令和４年度 特定財源 一般財源

当初予算額
国庫支出金


